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１．はじめに

　未曾有の少子高齢化、女性の社会進出、核家族化が進むなかで、家庭は「社会総がかり」で支援さ

れる受動的、従属的な立場に置かれながら同時に子どもの教育に第一義的に責任を負う主体として位

置づけられている（広井2020：173）という。しかし、その一方で、現実には家族だけでは子育てを

担いきれない状況は続いており、子育て支援や家庭教育支援といった形での「社会がかり」の支援は

不足している。「子育ての社会化」がうたわれ、2015年に子ども子育て支援新制度が導入された後も、

同様の状況が続いている。公的なユニバーサルサービスとしての学校があり、様々な公的な子育て支

援施策や家庭教育支援施策にとどまらない、学校以外の場での学習支援、子ども食堂、生活支援な

ど、子どもの生活圏における日常的な居場所づくりの試みが、近年多くなされるようになった。まさ

に2020年４月のCOVID-19による緊急事態宣言下での一斉休校や保育所や学童の閉鎖で、家庭と学校

以外の子どもの居場所の重要性が奇しくも明らかになったともいえる。

　居場所支援の取り組みは、学校や保育所（行政）と家庭をつなぎ、セーフティネットとしての機能

を果たすほか、ケアを提供し、何らかの形で十分なケアを学校や家庭からうけることのできない子ど

もの有効性感覚を高める機能をもつと考えられ、その重要性は俟たない。ところが、本当に支援が必

要な子どもたちに支援を届け、課題を解決していくのは難しく、提供主体によっても得手不得手があ

る。それにもかかわらず、どのような主体がこうした活動をしているのか、どのように利用者へリー

チしているのか、十分な知見は蓄積されていない。

　本稿では、家庭教育支援・子育て支援としての子どもの居場所支援の実施について、供給主体の違

いや特性に着目しつつ、支援が必要な対象へどのようなアプローチの違いが存在するのかを明らかに

することを目的とし、行政、社会福祉法人、一般社団法人と異なる主体の居場所支援施策についての

調査結果をもとに論じる。以下の第２節では、先行研究と分析の視点、また事例の選択と調査概要に
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ついて述べる。第３節では、千歳市子育て総合支援センターについて、第４節では都城市で活動をし

ているみらい創造舎、らしくサポートの２つの団体について検討し、第５節で結論をまとめる。

２．家庭教育支援・子育て支援政策と居場所支援について

　⑴　先行研究

　家庭教育支援政策については、既存研究の多くは、国家と家族の関係性、例えば、介入の是

非、親の責任等、家庭をめぐるイデオロギー性の問題点を中心に議論されているものが多い（木

村2017、本田・伊藤2017、林2018、友野2018）。とはいえ、政策の効果については一定程度の検

討がなされている。例えば、「学習支援によるケア」によって子どもたちが自己肯定感を含む不

利や困難といった逆境に抗うレジリエンスを構成する効果がある（松村2020）といった研究や、

訪問型家庭教育支援が、家庭教育支援が親の自己肯定感を引き出すことで、子どもの就学意欲の

改善につながるという研究も蓄積されてきている（川端2020）。

　一方で、家庭教育支援政策は、その歴史的経緯に関わる研究を参照しても外縁が捉えにくく、

地域の実践の段階では、文部科学省の家庭教育支援は事実上厚生労働省の子ども・子育て支援

と位置づけられるような事例も多い。文部科学省による「親の責任の明確化（私事化）」（本庄

2015）と厚生労働省の「子育ての社会化」の政策がクロスオーバーし、両者の区別がつきにくく

なっている。政策の有効性を論じるには、支援を必要としている対象に適切に支援が届いている

のかを検討する必要がある。

　この両者は政策の対象で区別することも難しい。児童福祉の支援対象を「不登校・貧困・虐待

など、特別なサポートが必要な、問題を抱える家庭」だとすると、家庭教育支援も子育て支援施

策も「子育てに日常的な悩み・不安を抱え、家庭教育への関心が高い保護者」を対象にしている

点は共通している。ただし、これらの施策の行政を中心とした提供体制については、訪問型家庭

教育支援について検討が始まっているものの、公民館や学校に着目した室谷・中山（2013）、藤

井（2016:2019）や、家庭教育支援者の専門性に着目した山本（2016）を除き、既存研究による

検討が行われていない。そのため本稿では、施設で提供されている子どもの居場所支援に着目し、

供給主体の違いや特性によって、どのような方法で、政策対象（＝利用者）に接近しているのか

を明らかにしていく。

　⑵　居場所支援の施策の分析の視点

　政策分析の際、政策のデザインを考えるときには一般に、（ａ）対象のカテゴリー化、（ｂ）対

象に対応した供給主体の役割分担、（ｃ）社会資源の編制（組織、機関の連携、専門性、財政の

分配）、（ｄ）給付の種類（現金給付、現物給付）、（ｅ）提供の形態（公的施設、在宅など）に着

目をする。本稿で着目する施設を使った形での居場所支援事業では、行政（児童館併設型子育て

支援センター）、社会福祉法人、一般社団法人で、各家庭・個人への接近方法がどのように違う

のか、利用者の自発性をどの程度求めるのか、サービスをどのように提供しているのか、学校を

はじめ他の機関との連携はどのようになっているか、拠点としての施設をどのように使っている

のか、それらを支える職員配置や財政はどのようになっているのかについて着目し、それぞれの

取組みの意義と課題を検討する。

　⑶　事例の選択と調査の概要

　本研究では、家庭教育支援について積極的な取り組みをしている自治体及び活動団体を対象に

調査を行った。家庭教育支援施策は、子育て支援施策との区別がつきにくく、まず地域で各アク

ターがどのような働きをしているのかを、他の主体と連携のあり方、保護者との関わり方などを
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公私の主体にかかわらず検討する必要があるからである。

　上記の問題意識のもと、行政主導で積極的な取り組みをしている自治体（千歳市）と、民間の

団体が積極的な取り組みをしている自治体（都城市）選択した。極端事例による選択ではあるが、

まず仮説を生成する（Gerring 2016）準備段階として必要な作業となる。

　両事例を検討するにあたり、両自治体とも訪問調査を行った。調査の概要は次のとおりである。

自治体行政の積極的な取り組みの事例として、2019年11月18日（月）15時から、千歳市子育て総

合支援センターについて訪問をした。第一に、家庭教育支援事業について、第二に、児童館の行っ

ているランドセル来館を始めとする放課後事業について質問を行った。

　他方、民間団体の積極的な取組の事例として、2020年３月２日（月）９時半から、都城市に

ある社会福祉法人つくし会が運営するみらい創造舎、13時から一般社団法人「らしくサポート」

川東事務局に訪問した。両調査先とも、第一に、団体の設立経緯や団体の概要（スタッフの構成

や参画の経緯、ボランティア人材の確保状況）、第二に、取り組んでいる各種事業について（概

要、利用実績、成果、課題等）、第三に、他団体の連携状況について聞き取りを行った。以下では、

質問事項に沿ってまとめていく。

３．行政による居場所支援：千歳市こども福祉部子育て総合支援センター

　⑴　千歳市の概要・特色

　　①　社会経済環境

　千歳市は、「新千歳空港」を擁する道央圏の中核都市で、面積は594.5平方kmと東京23区と

ほぼ同じ広さを持つ。人口は95,648人１で、空・陸の交通拠点機能の優位性２を持ち、苫小牧

港にも至近のため、工業団地を造成し、企業誘致を進めており、製造業や道路貨物運送業な

ど250社を超える企業が立地する工業集積都市３となっている。また、２つの陸上自衛隊駐屯

地と１つの航空自衛隊基地があり、自衛隊隊員及びその家族を合わせると千歳市の人口の約

25％を占める４。このように自衛隊や官公庁に勤める人が多いことから、年間約6,000人の市民

が転出入するという地域特性があり、人口が年々増え続けているとともに、平均年齢は43.1歳
５で高齢化率は22.7％と北海道の中では一番若い自治体である。18歳未満の子供のいる世帯は

22.6％と全国平均を上回っているものの、14歳以下人口比率は13.3％６、合計特殊出生率は1.40

と近年減少している７。また、女性就業率は2015年で44.8％と全国平均を下回り、年代別就業

率をみると、25歳から39歳までは就業率が低くなるM字曲線を明確に描いている。転勤族が多

く、このような傾向はうなずけるが、子どもが小学生になるとパートタイム・アルバイト等で

就労している母親は増えてきており、就業希望も高まってきている８。また、千歳市の転出入

の多さから、子育てについて身近に相談できる相手がいなかったり、子育てに孤立感を持つ親

が多いといわれている９。こうした市民ニーズをふまえながら、家庭教育支援・子育て支援施

策について定住促進策の一環としても「子育てするなら、千歳市」と、積極的な施策展開を行っ

ている10。

　　②　行政体制・地域資源、家庭教育支援・子育て支援にかかわる施策状況

　千歳市の山口幸太郎市長は、電子機器会社の社長から千歳市議会議員を２期、北海道県議会

議員を３期勤めた後、2003年から千歳市市長に就任し、現在５期目となる。また、財政力指数

は0.791と、10年連続で道内都市部１位であり11、財政的な余裕をもって12企業誘致の推進や子

育て・教育環境の充実、観光及び商業の振興、自衛隊の体制維持・強化等を施策の中心として

取り組んでいる。

　子育てにかかわる施策を、主に所管するのはこども福祉部13で、平成26年から「子育てする
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なら、千歳市」14の施策として６年間で57事業を開始している15。こども福祉部は政策全般と保

育園を所管するこども政策課、児童相談やその他児童福祉を所管するこども家庭課、療育を担

当する子ども療育課から構成されている。加えて、児童館事業や学童、地域子育て支援を所管

する子育て総合支援センターが設置されていることは特徴的である。平成27年より地域子育

て支援センターの役割も担っている児童館施策が、子育て支援施策の中でも重要な位置づけと

なっていることがわかる。また、子育て支援に関わる部署は保健福祉部にも存在し、２つの部

で合わせて合計13課あり、それぞれの部署で施策を実施している（表１）が、切れ目のない支

援ができるように、部局を超えた連携や複数部署での共同事業を６つ定めて行っている16。

表１　千歳市子ども福祉部及び保健福祉部における切れ目のない支援

担当課名 主な取組内容

こども政策課

幼保連携型認定こども園移行、小規模保育導入、保育料独自軽減、保育

士等人材バンク、保育士就職セミナー、保育士見学ツアー、一時預かり

事業拡大、ファミリー・サポート・センター負担軽減、転入親子ウエル

カム交流ツアー、いいお産の日in ちとせ開催、子育てガイド、イクボス

宣言普及啓発、子育て特典カード、子育てママ応援会議、企業主導型保

育事業支援、ママからnet.（市民協働事業）

こども家庭課

子ども家庭総合支援拠点、こども食堂支援、子育てスキルアップ講座（市

民協働事業）、養育支援ヘルパー派遣、ショートステイ、子育てカウンセ

リング、おや？おや？安心サポートシステム、児童虐待対応マニュアル、

ひとり親家庭自立支援事業

子育て総合支援センター

（学童クラブ・児童館）

子育てコンシェルジュ、ままサポート、学童クラブ学年拡大・定員増、

長期休業期間のみ利用する学童クラブ、ランドセル来館、中高生タイム、

ランチデー・ランチタイム、げんきっこセンター新設、児童館型子育て

支援センター導入、10館合同児童館まつり、児童館においでよ、休日開館、

子育てネットワーク運営、企業連携ぷちゼミ、毎日ランチデー、マタニ

ティーランチデー

認定こども園つばさ 教育プログラム（外国人講師による英語教室、水泳教室、科学実験教室、

書道教室など）の充実、地域の子育て支援事業の実施認定こども園ひまわり

こども療育課
インクルージョン保育（保育所等での訪問療育指導、巡回支援）、児童発

達支援センター、こども発達相談室、千歳市指定障害児相談支援事業所

福祉課 ちとせ学習チャレンジ塾（生活困窮世帯児童学習支援）

高齢者支援課 ボランティアポイント事業（高齢者が子育て支援施設で活躍）

障がい者支援課 障がい児の障害福祉サービス拡大、高等支援学校就職体験等支援

健康づくり課 からだとこころの健康づくり、うつ予防

母子保健課

ちとせ版ネウボラ、不妊治療費助成（特定・一般・男性）、不育症治療費

助成、５歳児相談、こんにちは赤ちゃん訪問事業、産後ケア事業、育児

教室、両親学級、子どもの受動喫煙ストップ周知啓発

市民健康課 健康診査、がん検診・啓発（ピンクリボン等企業連携協定）

救急医療課 休日夜間急病センター（平成29年９月開設、乳幼児も対象）、救急医療

出典：千歳市2020「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第12版）」（令和２年６月）７ページ。
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　子ども・子育て関連施設については、平成31年４月現在で、幼保連携型認定こども園13園、認可保

育所３園、小規模保育所９園、事業内保育所（地域枠２園）、幼稚園（私学助成２園、施設型給付６園）、

夜間保育園１園、事業内保育所（認可外２園）、へき地保育所３園、企業主導型保育施設３園、認可

外保育施設３園、子育て支援センター11か所、児童館10か所、学童グラブ17か所、千歳子どもデイケ

アルーム（病児・病後児保育）１か所、ファミリー・サポート・センター１か所、地域子育てサロン

９か所となっている17。

　千歳市の子育て支援施策でこのような充実した施設の設置を可能にしている経緯は何か。。もとも

と、内閣府の「全国自治体子ども・子育て支援施策に関する調査」で先進的取組事例に選ばれる18な

ど子育て支援施策は先進的と評判を得ていた。子ども子育て新制度の施行にあわせて施策を強化した

こと、また、平成28年３月に策定した地方創生にかかわる「千歳市・人口ビジョン・総合戦略―みん

なで97,000人プロジェクト」による定住促進施策19として、子育て支援の充実したまちづくりを展開

してきた。この５年間でも様々な施設の新設、開館時間の拡大がなされており、当初は子育て支援中

核施設「げんきっこセンター」の開設（平成26年３月）、「ランドセル来館」（道内初の取組、平成26

年４月開始）、加えて学童クラブの対象者拡大や定員増、「ちとせ子育てコンシェルジュ」、「ちとせ版

ホームスタート」（現在は「ままサポート」という名称の訪問型子育て支援）、児童館型子育て支援セ

ンター（平成27年４月）、「ちとせ版ネウボラ」（平成28年10月開始）「子ども家庭総合支援事業」（平

成29年４月設置）の導入や「子育て世代包括支援センターネットワーク構想」（平成28年３月）、市内

初の民設民営のあんじゅ児童館開設（平成31年４月）など様々な事業が積み重ねられてきている。こ

うした施策の全体像を図１で確認すると、市内３つの子育て支援センターを中心に、さまざまな関連

施設・団体と連携のネットワークが形成されていることがわかる。

図１　ちとせ子育てネットワークの構成図
出典：千歳市2020「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第12版）」（令和２年６月）23ページ。
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　尚、家庭教育事業については、教育委員会教育部生涯学習課が主に、所管している。2015年に採択

された「千歳市家庭生活宣言」に基づき、市民提案型協働事業として家庭生活宣言普及事業（千歳市

家庭生活宣言推進フォーラムの開催、クリアファイルの作成、各校PTAの学習会・研修会への参加等）、

ママさん教室、家庭教育セミナーなどを行っている。

　このように千歳市の子育て支援にかかわる組織体制及び政策を概観すると、「子育てするなら、千

歳市」コンセプト１の「子どもの健やかな成長」を施策化した児童館や学童クラブなど放課後事業に

力をいれていることがわかる。以下では、このなかで「ランドセル来館」に絞って検討していく。

　⑵�　子育て総合支援センターによる「ランドセル来館」の取り組みを中心にした放課後の居場所事

業について

　　①　子育て総合支援センターについて

　子育て総合支援センター「ちとせっこセンター」は2008年に設立された。「ちとせっここど

もセンター（子育て支援センター）」「認定こども園つばさ」「ちとせっこ学童クラブ」「ちとせっ

こ児童館」の４つの施設が集まった複合施設となっている。１階に「認定こども園つばさ」が

あり、２階にその他の施設があり、様々な種類の子育て支援が行われている20。センター内の

組織構成は、児童支援係・主査（児童指導担当）が学童クラブと児童館を運営、ちとせっここ

どもセンター係とげんきっここどもセンター係は地域子育て支援センターの運営を担当して

いる。主な取り組みとして、子育てコンシェルジュ、ままサポート、学童クラブ学年拡大・定

員増、長期休業期間のみ利用する学童クラブ、ランドセル来館、中高生タイム、ランチデー・

ランチタイム、げんきっこセンター新設、児童館型子育て支援センター導入、10館合同児童館

まつり、児童館においでよ、休日開館、子育てネットワーク運営、企業連携ぷちゼミ、毎日ラ

ンチデー、マタニティーランチデーといった事業に取り組んでいる。

　

　　②　ランドセル来館が始まった経緯

　道内初の試みであるランドセル来館事業が始まったのは2014年４月からである。千歳市は児

童館の設置数が人口比に比べるととても多く、学校内の学童クラブが少ないため、学童の待機

解消のために児童館を活用してきた背景があった21。中学校区に一つずつ児童館を建設するこ

とが福祉計画のなかに書き込まれており、平成８年から２年おきくらいのペースで建設されて

いた。あわせて学童クラブも増やしていった経緯がある。

　子ども子育て新制度開始のための検討をすすめる中で、学童クラブを小６まで対象学年にす

るという国の制度改正があり、小３までを対象としていた千歳市で、現在の施設でどのように

受け入れをできるかと2012年から政策会議で検討していた。2013年度の利用の申込みの際、過

去最高の申込人数で、待機児童がでてきてしまった。そこで、たまたま児童館の研修で知った

東京都目黒区のランドセル来館の取組みを参考にして、2013年に全国でも有数のマンモス小学

校の、北陽小学校にあるほくよう児童館の併設学童クラブの待機児童を解消するために、試行

を開始した。保護者の勤務時間が長い人は学童を案内し、短い人は待機としてランドセル来館

を案内した学童クラブは国の制度に基づいた保育料を徴収する事業であり、ランドセル来館は

市の独自事業と位置づけ、臨時職員を配置し、８時45分から17時半までの児童館の開館時間帯

で実施した。

　この試行をしたところ、2013年４月当初は15名の登録者がおり、途中で５名は学童クラブが

あいて変更したものの、次年度の方針を決める11月の時点では28名が登録していた。待機とし

て利用していたにもかかわらず、学童クラブが空いた際に案内しても、「ランドセル来館のま

までよい」という声があり、新たに申込みをする保護者からも「学童クラブでなくランドセル
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来館を利用したい」という声が増えた。実際、ほくよう児童館では、出席人数は平均6.25名か

ら8.79名の間で出席率は27.7％から48.48％の利用状況であった。また、学童クラブ利用者アン

ケートの結果、高学年の保護者がランドセル来館を利用したいと考えていることが多いこと、

開館時間を学童と同じ８時から18時半にしてほしいという要望が多いことが明らかになった。

　この結果を受けて、2014年４月に市内すべての児童館でランドセル来館を実施することにし

た。児童の放課後の居場所として、また、３～４割の出席率であることから学童の待機児童対

策として、有効なのではないかと考えたからである。特に試行実施を行った、北陽地区は、本

格実施のときには60名、次の年には100名を超える人数が登録されているため、北陽地区は臨

時職員を２名配置している。またランドセル来館の実施にあわせて、学童クラブ・ランドセル

来館の対象学年を４年生にまで拡大した。その１年後の2015年４月には、学童クラブの対象学

年を小学校６年生にまで拡大している。

　　③　放課後の居場所事業施策の内容とその特色、成果

　千歳市の放課後の居場所事業施策は大きく分けて４つから構成される。１つ目は小１から小

６を対象にした17か所ある学童クラブ、２つ目は同じく小１から小６を対象にし、10か所の児

童館で行われるランドセル来館、３つ目は10か所の児童館で実施され、０歳から18歳までを対

象にした自由来館、４つ目も同じく10箇所の児童館で小１から小６を対象にして、長期休みに

行う長期休みランチデー事業である。４つ目は３つ目の自由来館の際にお昼を持参して食べる

ことができる仕組みになっている。

　ランドセル来館が始まったため、学童クラブの棲み分けを明確にした。まず学童クラブは、

原則通年利用のみと位置づけた22。平成27年には、学童クラブの対象学年を小学校６年生まで

に拡大し、児童館に子育て支援センター機能（児童館連携型）を導入している。クラス単位の

集団生活を行うので、遊びも飽きずに提供でき、夏冬休みには、遠足などいろいろな行事もあ

り、公園にも出かけるので、低学年向き、長い期間利用する家庭向けとなっている。2019年度

の定員は860名、年間の登録は600名程度で、実際の利用者も３年生までの利用が多く、5, ６

年生で学童クラブに登録している児童は単親家庭で、長期休みのときに子どもをどこにも連れ

ていけないので学童を希望する場合も多い。また、４月、５月に登録の数が多く、徐々に児童

が留守番をできるようになると登録人数が減っていく傾向にある。利用料は非課税世帯が1650

円から8150円まで所得段階別に10段階に分かれており、札幌等の民間学童に比べるとかなり安

い。

　他方、ランドセル来館は、登録要件に、学校休業日および長期利用という形態と、不定期ま

たは緊急という、家族の病気、出産といったときに預けることができる形態を設けており保護

者から好評を得ている。また、学童クラブの基準（週３日以上、３時まで働いている）を満た

さなくても、お昼ご飯をはさんでお仕事をしている人や学校時間帯に働いている方がちょっと

利用できるようにもした23。４年生以上になるとクラス単位の集団生活の縛りも不自由で、子

ども自身が自分の時間のスケジュールを立てて放課後の２時間なりを自分で考えて過ごすと

いうやり方にしているため24、ランドセル来館については高学年向きと位置づけている。

　開館時間は８時から18時半で、児童館で利用料金を徴収するのはなじまないため、追加料金

はなし25で全時間帯無料となっている。全体では450名ぐらいの登録がある。１館30名という

目安で運営している。定員ではなく目安にしているのは、定員という形だと超えた場合に待機

になってしまうからである。各館30名というところは設けているが、出席率でいうと30％、多

くて40％、少ないところで15％ぐらいなので、出席率を見ながら、30名以上登録を認めている

場合もある26。出席率が低いのは、週２日の勤務など学童クラブに満たない勤務状況の家庭の
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利用も認めていたり、高学年の利用が中心なので、ランドセル来館に来ない日は友だちと遊ぶ

等、様々な放課後の過ごし方が可能になっている。加えて、短時間勤務の保護者の利用も認め

ているので、１年生から５年生まで同じような人数が登録しており、年度途中からの申込みも

あるため、年間を通じて一定程度の人数が登録されている。ランドセル来館事業は、市の独自

事業で行っている。　

　成果としては、第一に、学童クラブの待機児童は平成26年以降解消された。第二に、高学年

の子どもにとっては、学童クラブの集団生活ではなく、自分で遊びを選択し、自分で時間を管

理することになるため、児童の自立につながると考えられるという。

　　④　放課後の居場所事業施策の課題

　課題としては、学童クラブは有料、ランドセル来館は無料のため、児童の学年、状況にあわ

せて正しい選択をしてもらえるよう、窓口で誘導する必要がある。また、今後については、民

間でできるものは民間で行うという方針が出てきており、2021年４月からは窓口と管理は市、

運営は民間団体に委託することが決定している。

　特に職員の配置について、もともとは児童館の規模に応じて、児童館指導員を３名配置し、

北陽地区は４名という配置で、ランドセル来館のために各１～２名臨時職員を増やした。児童

館指導員と学童の指導員は、全員非常勤公務員で、合計110名から120名の非常勤臨時職員がお

り、休暇代替を合わせると150名～160名となる。したがって、各館には、正職員がおらず、子

育て総合支援センターの児童支援係が正規職員として非常勤職員が運営する各館を管轄して

いる。職員の入れ替わりは多くはないものの、ここ２、３年で、急拡大したためスタッフが不

足している27。学童を職業にするには、学期中は３時以降、夏休みは終日の仕事というように

不規則では難しいため、きちんと正職員として雇用するという考え方は民間の団体にもあるこ

とから、運営面・職員配置などが安定していくことが期待される。

４．民間団体による子どもの居場所支援

　⑴　都城市の概要・特色

　　①　社会経済環境

　都城市は、宮崎県南西部の鹿児島市と接する地域にあり、人口165,029人28と南九州では鹿児

島市、宮崎市に次いで３番目の人口を有する自治体である。平成18年１月１日、都城市、山之

口町、高城町、山田町、高崎町の１市４町が合併し、新市として誕生した。昔から南九州の交

通の要所であり、「南九州の広域交流拠点都市」として位置づけまちづくりが進められている29。

高齢化率は30.8％、14歳以下の人口比率は13.9％であり少子高齢化は進んではいるものの、合

計特殊出生率は1.79と全国の1.43、宮崎県の1.73に比べても高くなっている30。また、女性の年

齢別就業率31も20歳以上はすべての５歳年齢階級で70％を超えM字カーブは消失しており、ま

だわずかにM字カーブが残る全国平均を上回り、働きながら子育てをする地域だということが

わかる。

　　②　行政体制・地域資源、家庭教育支援・子育て支援にかかわる施策状況

　市長の池田宜永氏は財務省出身で、都城市の副市長を経験後、2012年から市長32を務め、現

在３期目である。市長就任時の約束33のなかにALTの増員などの教育施策、放課後児童クラブ

の拡充など子どもにかかわる施策を掲げており、子育て支援・教育については一定程度の理解

があると考えられる。

　首長部局が所管する一般家庭の子育てにかかわるサービスとして、保育所は公立が12園、法
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人立が24園の合計36園、充足率は86.2％、認定こども園は法人立で幼保連携型25、保育所型８、

幼稚園型９の合計42園、充足率94.0％34である。企業主導型保育園は２園、認可外保育施設は

７か所開設されている。働く女性が多いので保育需要は高いものの、休日保育については保育

園、認定こども園両方あわせても２園、一時預かりは保育所が２園、認定こども園が24園とあ

まり進んでいない35。幼稚園は、公立が３園、法人立が３園ある。地域型保育事業は小規模保

育事業A型に限って７園認可がなされている。保育課が運営する子育て支援センターは市内５

地域36-37に整備されている。３号認定について空き待ち児童数が平成30年度で０歳が84名、１・

２歳が29名と100名以上いるため38、供給は追いついていない。

　また12の児童館と２つの児童センター（直営３、委託10、民設１）、68の放課後児童クラブ39（う

ち12が直営、１つが地域運営委員会による自主運営、55が委託）が存在する。放課後児童クラ

ブは、月額4000円で利用可能である（利用料金免除の制度あり）。これ以外にもファミリーサ

ポート・センター事業や病児保育事業なども少ないながらも行われている。

　一方、教育委員会、なかでも生涯学習課が所管する放課後子ども教室は12か所40で行われ、

年間2000円の経費ですべての児童が参加できる。また、宮崎県の特徴として、平成28年４月１

日に施行された宮崎県家庭教育支援条例をもとにした家庭教育支援に力を入れている。県教育

庁生涯学習課が中心となり、「みやざき家庭教育サポートプログラム」を活用した講座へのト

レーナー派遣や、「家庭教育サポートチーム」が地域ぐるみで子育てや家庭教育に関する相談

にのったり、家庭教育等に関わる電話相談、親子で参加する様々な取り組みや講座などの学習

機会などを提供したりしている。家庭教育支援条例第11条から第16条の各条項を施策と対応さ

せ、知事部局子ども政策課、子ども家庭課等や警察本部少年課など子どもにかかわる部課17

課50事業41と幅広く連携して施策を展開している。都城市でも60の幼稚園、施設、小中学校で、

保護者に家庭における子どもの養育と教育を行うために必要な知識や技術を学習する機会を

提供することを目的とした家庭教育学級を開設している42。また、県が毎月第３日曜日を「家

庭の日」と定めており、都城市教育委員会生涯学習課でも「地域の子どもは地域で守り育てる」

という視点から、「家庭の日」普及に努めるほか、「親と子の心ふれあう５つの共感活動」とし

て「共遊、共食、共話、共汗、共働」の５つを推進している43。

　以下ではこのような都城市の施策状況のなかで、地域で活動している２団体に焦点をあて、

その活動内容、課題等に接近していく。

 

　⑵　社会福祉法人・みらい創造舎の取り組み

　　①　沿革・体制

　みらい創造舎とは、都城市で認定こども園等44を運営する社会福祉法人つくし会が2016年に

都原町に開設した45貧困や障害を抱える親子の生活を支えるための支援を行う施設である。「地

域の子どもの居場所となり、生活・遊びなどを通して、日常生活の支援、子育て家庭への支援、

地域の健全育成の環境づくりを行うこと」46を目的としている。

　つくし会では、従来から認定子ども園事業（みやこばる認定子ども園）と卒園生を対象に自

主事業で児童クラブ47を運営していた。放課後児童クラブは、保育園と異なりひとり親家庭や

低所得の家庭でも実費の利用料の徴収を求めるものの、それが難しい家庭があった48。こうし

た家庭も卒園後地域に戻るので、もっと幅の広い柔軟な支援ができるように、岩井理事長がみ

らい創造舎を設立した。

　当時、ひとり親家庭の子どもを対象に学習支援の事業経験を積み重ねていた他の団体に施設

を貸し出し、運営をお願いし、みらい創造舎は夕食支援をするという体制で開始した。すすめ

ていくなかで、実際には、子どもたちは学習支援だけでなく、生活支援が必要な児童や、障が
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いのある児童など個別対応が必要な児童がみられたため、勉強から食事からお風呂まで一貫し

たサポートができるようにしようと、補助金49を取得して、2019年より現在の、学習支援から

夕食支援、生活支援までみらい創造舎で運営するようになった。

　　②　事業内容

　みらい創造舎の活動は、大きく二本柱に分けられる。ひとり親家庭を対象とした支援事業と

地域の子どもたちへの支援事業である。

　まず、ひとり親家庭50を対象とした事業は、学習支援、夕食支援、生活支援（生活お手伝い、

朝食応援、登校応援）からなる。夕食支援と生活支援は無料で行っている。学習支援は、勉強

したい子ども、塾代が高く通わせられない家庭、家で子どもの宿題を見る時間のない家庭を対

象にしている。みやこばるこども縁やみらい創造舎の「みんなのとしょかん」などの施設を利

用し、週１回小学生は１時間半、中学生は２時間、登録ボランティア講師による教科書中心の

指導、学校の宿題の指導などが行われている。費用は月1000円である。

　次に、夕食支援である。これは、ひとり親世帯等の小学生中学生を対象とし、週２回、地域

住民や大学生のボランティアの支援により米や野菜の寄付や野菜販売をして自己資金を得て

運営している。子どもと一緒に作りながら食べることもあるという。生活支援は、育児等の相

談事業、お風呂に入る習慣や清潔に保つ経験の付与、衣服洗濯のお手伝い、学用品や衣類・制

服等の寄贈のよびかけなども行っている。20から25人くらいのみらい創造舎を利用する子ども

たちのうち、１割から２割は家庭で歯磨きやお風呂の習慣がないため、ここでやり方を学んで

いく。また、登校支援は、民生委員と協力し、場合によってはみらい創造舎に連れてきて朝ご

はんを食べて、学校に一緒に行くという支援である。つくし会が運営している学童クラブに放

課後通ってからくる子どもも、放課後、直接みらい創造舎に来る子どももいて、参加者はさま

ざまである。また、発達障害をはじめいろいろなハンディを持っている子どもも参加する。

　二本柱のもう一つは、ひとり親家庭に限らない地域の子どもたちへの支援や地域との協働で

ある。居場所支援、子ども食堂、絵本推進事業、相談事業、一時預かり事業を行っている。子

ども食堂は、土曜日や長期休み、学校振替休日に事前登録ありで、１食100円で食事を提供し

ている。居場所支援は、ひとり親家庭に限っていないので、共働きでお金はあっても居場所が

ないような子どもたちも参加する。事前予約をお願いしている。年に４回は朝市と子ども食堂

を両方実施し、野菜や子ども服、手作り雑貨の販売と65歳以上の高齢者、幼児、小中学生は無

料にしつつ、そのほかの地域住民（１皿200円）も参加できるようにして、地域にも還元して

いる。都城市内の他地地区の子どもも参加する盛況ぶりである。また、ボランティア講師は地

域の方に呼びかけてお願いしたり、自治公民館と情報共有したり、民生・児童委員の見守りや

地区社協、まちづくり協議会への参加を通して、地域と連携体制を築いている。

　　③　運営するうえで特色

　まず、事業の内容についての特色は次の三点である。第一に、ひとり親家庭の子どもたちに

スティグマがつかないように、ひとり親家庭があまり強く打ち出さないことと、ひとり親家庭

でない様々な子どもが参加できる事業を行うことである。子どもたち同士の口コミで誰でも来

られるような空間をつくり、本当に支援が届いてほしい子どもたちも参加できるようにしてい

るという。後述のとおり、学校との連携を緊密にしているものの、ちらしを学校に大々的に貼

るような宣伝はしていない51。第二に、気がかりな子どもについては、園長と小学校の保健室

の先生との間で、学校での様子やみらい創造舎での過ごし方について情報交換をしている52。

また、地域に向けておこなう子ども食堂については、保健室の先生が子どもたちを誘って参加
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するので、学校と地域とみらい創造舎の交流が常におこなわれているのである。第三に、保護

者との交流は、学習支援の費用の支払いでお金のやり取りが発生するときに、勉強の様子を情

報交換したり、お迎えをするときに、お話をして保護者と連絡をとるようにしていることであ

る。こうしたかかわりの中で保護者と信頼関係ができたときには、忘れ物を届けることなどを

きっかけに家庭訪問をすることもあれば、役所へ一緒に訪問することもある。

　次に運営体制の特色は、第一に、財政面で、補助金は事業のソフト面、すなわち目に見える

部分に使用し、ハードにかかわる費用は園（みやこばる子ども縁）が費用を負担している。食

材や、子どもたちの生活支援にかかわる必需品、例えば歯ブラシなどは、毎年申請書をかいて

補助金を獲得して充当し、事業にかかわる電気光熱費、人件費は「つくし会」が支払っている。

　第二に、支援者側の人材確保も地域への発信が生かされることである。夕食支援は月８回ほ

どある運営をスタッフお二人と３名ほどのお手伝いの有償ボランティアで行い、学習支援は他

の団体からのお手伝い以外に、６人ほどの講師の登録者がいる。元教師の方や大学生など自ら

志願した人、依頼した人様々ではあるが、民生委員連絡協議会に参加することで、講師の先生

の紹介をお願いしたり、民生委員自身にも登校支援を依頼したりと協力関係を築いているとい

える。

　また、学校や地域との連携についても支援の特性を生かしてかかわりをもっている。みらい

創造舎は、保護者や子どもと一番近い距離にいるという強みがある一方で、子どもたちにのみ

直接介入でき、家庭には介入できない。そのため、学校や行政53の要請等で要保護児童対策地

域協議会（要対協）のケース会議に加わり、情報提供したり、提案をしたりしながら、保護者

のケアをどのようにしていくか考えることが多い。難しいケースの場合は、児童相談所に話を

したりすることもあるようだ。

　こうしたかかわりができるのは、学校と密接な連携関係を保っていることが大きい。例えば、

区域の小学校の学校の校長に学習支援をやっていることを伝え、ある程度家庭に踏み込めるか

かわりができる保健室の先生や支援学級の教員や放課後児童デイケアの相談支援員と情報共

有をしている。また、学校から案内をもらって児童クラブの職員が参観日を見学し、保育園の

卒園生の様子を見て、気になる子については、学校に声をかけたりもしている。これは、地域

の保育園と小学校という関係性の積み重ねを生かしている。

　加えて、第三に、法人内で子ども園を中心に人材をうまく配置している。長く保育園等法

人に勤めている職員が多いので、４月の新人研修をとおして事業を理解してもらい、ときに

は、朝市にかかわってもらったり児童クラブに行ってもらったりしている。また、子ども園、

児童クラブ、みらい創造舎の事業だけではなく、施設を使って子育て支援事業も行っている。

保育園に勤めている看護師に参画してもらい、赤ちゃん訪問や子育てサークル、子育てワーク

ショップ、みんなのとしょかん開放という形で週１回程度事業を運営している。こうした事業

はつくし会の地域貢献事業として位置付けられており、地域からの信頼感の積み重ねの一つと

なっている。

　　④　課題

　活動の課題として指摘されたのは、支援によるスティグマの問題である。夕食支援について

は、「ひとり親家庭対象」というのが前面にでているため、子どもが高学年になると自分の家

の状況を他の家庭と比べるということもあるので、広く受け入れる部分と個別の支援・受け入

れとの区分けの仕方は検討しているという。
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　⑶　一般社団法人・らしくサポートの取り組み

　　①　沿革・体制

　「一般社団法人らしくサポート」は、2014年６月に「Rashikuサポート」として活動を開始し、

2016年６月に法人化した市民団体で、ひとり親家庭の子どもやその母親が、塾に通いたくても

通えないことに着目し学習支援から事業を始めた。当初は学習支援に特化していたが、学習支

援を行うなかで親からの相談を受け、それを解決するために活動の幅が少しずつ広がっていっ

た。

　法人の目的は、「男女共同参画社会の実現にむけて、性別や環境、固定的概念にとらわれず、

ひとりひとりの個性や能力を活かした多様な生き方を尊重し、共に責任を分かち合いながら、

個人が十分に力を発揮できる社会形成の実現に寄与すること」「子どもの将来がその生まれ

育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成され

る環境を整備するとともに、教育の機会均等を図るため、子どもの貧困対策を総合的に推進す

ること」を掲げている54。

　活動の特徴としては、第一に、男女共同参画の視点を明確に打ち出している点、第二に、「貧

困の連鎖」の視点から、「ひとり親家庭の子育て支援」を重点に置くことを明示しており、子

どもへの支援から親への自立・キャリア支援まで行っている点、第三に、設立メンバーの持つ

スキル・資格（社会保険労務士・会計記帳代行業・パソコン講師・コーチング講師）を活動に

還元し、支援につなげている点である。

　これらの特徴は、団体の沿革にも関係している。設立メンバーは、ひとり親の経験があり、

子どもを一人で養育するとなったとき、子どもを預ける場所・時間などの制限、周りの目など

生きづらい地域だなとの問題意識をもったことが設立のきっかけであった。男女共同参画につ

いて興味をもち2009年に宮崎県の男女共同参画推進員地域リーダーになり、学びを進めたり、

男女共同参画の活動の一環として異業種交流会を進めていくなかで他のメンバーと出会った。

３名で意気投合し、2014年５月に宮崎県男女共同参画センター登録団体55として「Rashikuサ

ポート」を設立し、同年７月に都城市コミュニティセンターで学習支援小学生の部、同年10月

に小松原地区公民館で学習支援中学生の部を始めた。当初は学習支援と男女共同参画の活動に

かかわる女性の起業サポートや、働く女性の交流会（NPOやボランティア団体との交流会）、「女

性のキャリア形成」セミナー、女性の経済的自立・活躍支援事業として「キラ女経営塾」など

を開催していた。学習支援に取り組むきっかけとなったのも、設立メンバーの実体験に基づく

問題意識から、教育機会の格差の克服が念頭にあった。

　当初は子どもたちが歩いてこられるような公民館で始めたものの、ひとり親同士のつながり

による口コミで広がっていったという。助成金の申請等56もあり、2016年６月に一般社団法人

として法人化をし、地元企業との協働・連携が進み、そこから活動の幅がさらに広がるように

なった。家族環境が良くない世帯の多い地域に事務所を設立メンバーの持ち出しで設置して、

２か所にしたりと工夫を重ね、現在の形になった。

　事業推進体制について特徴的なのは、設立メンバーがそれぞれ本業を持ちながら活動してお

り、知り合いの伝手を利用して人を巻き込み、手弁当から工夫をして活動を徐々に大きくして

いることである。体制としては、役員は創設メンバーをいれて６名、登録ボランティア講師は、

登録数25名、随時稼働が18名である。高校生、大学生、高専生、あとは会社員などから構成さ

れている。それ以外にも食の支援にかかわる仕分けや発送作業等については、随時ボランティ

アを募集している。具体的な巻き込み方法としては、例えば、設立メンバーの一人が開催して

いたパソコン教室で知り合い、事業を応援してくれる方に学習支援の先生になっていただいた

り、学習支援の卒業生を誘ったりしている。
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　活動資金は寄付57と助成金で成り立たせており、行政からの支援をほとんど受けず58、活動

の大半は費用をかけないで行っている。予算は年間で50万円も満たないという。例えば、学習

支援の問題集などは、寄付で頂いたものをコピーしてつかったり、パンフレットも印刷だけ会

社にお願いして、三つ折りにする作業は皆でやっているという。

　寄付については、プレミアム会員（月１口１万円から）、賛助会員法人（年１口１万円から）、

賛助会員個人（年１口３千円から）の３つの枠で寄付を募っている。また、地元企業や農業経

営者の食材、お弁当屋さんや飲食店から食事の提供といった形で現物の寄付も集めている。そ

して助成金は、2016年から日本財団、その後、ドコモ助成やＷＡＭ助成（社会福祉振興助成事業）

から、そして、2019年度子供未来応援基金、キューピーみらいたまご財団から受給している。

とはいえ、例えば、後述の「らしく食堂」のお弁当は、ほとんど持ち出しで実施している。行

政の支援はほとんどない。

　　②　事業内容・利用実績

　らしくサポートは事業部制をとっており、各組織と事業内容は次のとおりである。まず、学

習支援事業部による学習支援、体験学習、学習支援コーディネータ―養成講座である。ひとり

親家庭の子供たちを対象に、小学生の部は月４回、１回１時間半、月謝1000円、教科書中心の

指導、学校の宿題、受験対策、中学生の部は月８回、１回２時間月謝2000円から、国語、数学、

英語について受験対策等も含めて行っている。いずれも登録ボランティア講師が教えており、

兄弟割引も用意している59。小学生が11名、中学生が14名、計25名が利用している60。ひとり

親の子どもが来にくくならないように、一般の子どもも参加できる仕組みにはしているもの

の、親御さんにはひとり親家庭への支援を中心にしている旨は説明している。

　体験学習は、休みの宿題や作品が作れないような家庭の方の支援のために、将来欠かせない

パソコンなどの体験学習や地元企業の協力を得て、夏休みの自由作品としても提出可能な工作

の体験61や職場見学・体験や調理などの食育体験ができるようになっている。さらにＩＴ事業

部では、地域間格差・経済格差による教育格差を防ぐべく、ロボットプログラミング教室やジュ

ニアプログラミング検定教室などを開いている。

　次に生活支援事業部でによる食の支援（お弁当支援、子ども食堂）と物資の支援やリユース

品のレンタル業務である。「らしく食堂」は、2016年12月よりスタートしており、毎月１～２回、

忙しく働いている母親たちが心のゆとりを持つことができ、子どもと触れ合う時間を増やすこ

とができるようにお弁当の支援を不定期開催で行っている。お弁当の配布は事務所で行い、取

りに来ることができない家庭には、宅配もしている。2019年の月平均支給個数は140個程度で

ある。2019年12月には居場所づくりとして、都城市前田町の願蔵寺にて、食堂形式で開催し、

第２土曜日に開催している62。また、物資の支援は、地域の農家からお米や野菜の提供を受け

たり、地元のスーパー等企業から無償提供されたものを配布する。生活支援は、学生服、フォー

マル着、子供服、大人服など洋服類を選別して譲り合いをしたり、辞書や社協から寄付された

電子辞書、文具やスポーツ用品、本、絵本、書籍、図鑑、辞典などを提供する。現在は学習支

援を利用する世帯よりも生活支援を優先される世帯が多い状況であった。

　こうした子どもたちへの支援に加えて、親への支援として自立支援事業部、相談事業部があ

る。自立支援事業部は2018年６月からスタートし、ワードやエクセル、給与計算、簿記の講座

や煩雑になりやすい事務処理のサポート（ワンストップ都城）を実施し、就労や在宅ワークに

結び付けるように活動している。あわせて、相談事業部では、家庭や学校生活での子どもの悩

み、親の就業、人間関係の悩み、子どもの進学相談なども適宜行っている。NPO法人等と相

談先として連携をしている。

── 63 ──



　2018年１月からはフードバンク事業部では、地元のスーパーと業務提携し「フードバンク」

事業を始め、2019年７月から「フードバンクきりしま」として本格稼働させている。お米や乾麺、

インスタント食品、レトルト食品などで賞味期限が１か月以上あるなど一定の条件を満たした

食品を譲り合っている63。

　これらのサポートを利用したいときは、学習支援が不要な場合は利用会員として、年会費を

1000円支払い、学習支援を受けるときはその塾代（月1000円または2000円）を支払えばすべて

のサポートが受けられる仕組みになっている。利用会員世帯は2019年で母子世帯・父子世帯合

わせて約70世帯である。

　　③　活動の特色

　活動の特色は、第一に、ひとり親家庭の当事者の問題意識から始まっていることもあり、ひ

とり親家庭にとっては優れて行き届いた配慮がなされている点である。例えば配達や学習支援

の送迎の際も、母子家庭のお家に男性が行かないようにする、学習支援を経て講師になった方

などにも奨学金や大学進学のことなど情報交換できる場を設けるなどの工夫をしている。市の

ひとり親を対象とした団体への助成がなく事業そのものも収益性がない中で、子どもの貧困対

策による学習支援でもむしろ誰でも参加できる形になっていたりひとり親への支援が制度的

に手薄ななかでセーフティネットになっているといえる。行政の施策が後追いになっている場

合もある。

　第二に、役員が皆専任で活動しているわけではないため、それぞれが持つスキルをうまく生

かしたり、社団全体で話し合うときなどもチャットワークやＤropboxなどのビジネスアプリ

を活用し、分担を工夫して最低限の費用で運営できる仕組みを作り上げている点である64。

　　④　活動の課題

　活動の課題としては、行政との協働や連携が難しい点である。補助金の獲得が難しいなど活

動を支援されるチャンスが少ない上に、協働してもなかなか双方の納得する形での活動が難し

い。具体的には活動を手伝っても団体としての貢献が明示されない、行政や地域の団体を仲介

する社協は連携の過程で個人、特に子どもの個人情報の提供を求める。一方で、社協や行政と

密接にかかわるところは、それまでの付き合いをもとに比較的提供をすることに抵抗はないよ

うだが、らしくサポートは民間事業者なので、個人情報保護の観点から提供は難しい。そもそ

もひとり親家庭は、母子扶養手当等を受給する際に行政から、生活の隅々まで把握するよう

な立ち入った質問を威圧的にされることもあったり、子どもの進学のためにお金を借りにいっ

たりしても、返せないやろ、と言われたりとつらい経験をしていることが多く、行政を快く思

えないことが多い。そうした気持ちに寄り添ったときに行政と折り合いがつかない部分も生じ

る。加えて行政は担当者が数年ごとに代わるため、現場の声をどれだけ理解して、思いを持っ

て取り組んでくれるかが感じ取れないときもあるという。

　ただし、行政との連携が難しいことは、活動の特色とあいまって、利用者からの信用を得て

いる側面もあるという。ひとり親の当事者の活動であることから、お金の相談やお互いの家庭

や人間関係の相談など運営側も支援者も利用者も相互にエンパワメントしあえる関係になっ

ている。また、社協やスクールソーシャルワーカーさんから、この家庭をお願いしますという

ような形で、依頼が来る場合もある。

　課題の二点目は、事務所が家庭でのネグレクトや学習についていけないなど学習環境が良く

ない世帯の比較的多い地域に存在しているにもかかわらず、その地域の本当に支援を届けたい

家庭からの利用者は少ないようである。バザーを開催した機会などに学習支援や生活支援に
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誘っても、親御さんが利用を許可しないケースがあった。そのときは親御さんの気持ちも尊重

した上で無理に誘うことはせず、ひとり親同士の口コミで安心してこられる方に利用しても

らっている。

　課題の三点目は、ひとり親同士の交流をさらに深め、ゆっくりとお茶を飲んだり食べながら

相談する機会を設けることである。運営側が常駐の活動者がいないため、こうした機会を設け

る十分な時間的余裕がないことに加え、ひとり親自体も余裕のある時間がない。夜勤をしたり

外に一人でご飯を食べるだけで子供を預けたりする必要があったり、と時間をつくったり、ラ

ンチを出したり、夜の時間を作るような余裕もないというのが実情で、らしくサポートで会っ

たときに立ち話をする程度になっているからである。

　課題の四点目は、活動の持続可能性についてである。当事者のはじめた団体なのでニーズは

よくわかり、取り組みたい事業は多数あるものの、なかなか財源や時間といった資源が不十分

なために苦戦している。課題の第一にもあったように行政との連携が難しくなっていること

で、行政とうまくやれないならば困ると、他の団体との連携が難しくなり活動が孤立しがちな

側面もあるという。とはいえ、行政と連携するとやはりしがらみも大きく、活動しづらくなる

こともあるため、活動方針については検討中のようだ。

５． 結論

　⑴　事例から明らかになったこととその示唆

　本稿では、子どもの居場所支援にかかわる政策について、供給主体の違いや特性から、支援が

必要な対象へどのようなアプローチの違いが存在するのかを明らかにすることを目的としてい

た。そのために、自治体が手厚く放課後の居場所支援をしている千歳市の事例、都城市において、

社会福祉法人が学習支援や生活支援、夕食支援を通じて居場所支援を行っている事例、一般社団

法人がひとり親家庭を中心に、学習支援や生活支援、お弁当支援など子どもと親の両方の居場所

を行っている事例の３つを検討した。この３事例からわかることは次のとおりである。

　千歳市の事例からは、財政力に余裕のある自治体が、この25年ほどで子育て支援施策に力を入

れ、特に地域特性を生かしつつ移住促進も視野にいれながら、子育て環境を整えてきたことがわ

かる。特に行財政改革が厳しく行われる前に中学校区ごとに１つの児童館をつくってきたことか

ら政策遺産として公設の児童館をワンストップサービスの拠点として活かし、手厚い放課後支援

施策と地域子育て支援を公的に推進できている。まさにアーキテクチャとしての児童館である。

また、放課後施策に関しては、保護者の就労状況が様々で、ニーズが多様であることから、ラン

ドセル来館、自由来館、学童クラブ等様々なタイプのサービスを提供することできめ細かにニー

ズに対応しており、利用者も増えている。子育て支援センターとして、訪問型支援である子育て

コンシェルジュによるママサポートや子育て相談の受付、つどいの広場の運営など地域子育て支

援の拠点となっており、あわせて、千歳市の地域子育てネットワークの核にもなっているため、

保育課や各施設、子ども家庭課、母子保健課など他部署との連携も行われており、市で展開して

いる他の施策とともにユニバーサルな切れ目のない提供ができている。訪問型の支援の仕組み

と、きめ細かなニーズに合わせたユニバーサルな居場所の提供が組み合わされているのである。

ただし、千歳市の仕組みの場合は、赤ちゃん訪問事業以外は、基本的には利用者がこうしたサー

ビスの利用申請をする仕組みになっているため、孤立感や貧困など利用申請に至らない段階の家

庭をどのように接近するのかは課題であるといえる。

　一方で、民間団体による子育て支援として、都城市の２つの民間団体の事例は、それぞれの団

体の特性から、長所が対となっている。みらい創造舎の事例からは総じて、長く運営を続けてい

る子ども園や園長が培ってきた地域や行政との信頼関係及び強固な運営体制を生かしており、個
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別支援とユニバーサルな支援をうまく組み合わせている。また、保育園、児童クラブ、子育て支

援と総合的に事業をおこなうことで、かかわりが難しい支援へのきっかけにして、成果をあげて

いることが明らかになった。強固な体制と専門性から、課題のある家庭の児童にも違和感なく声

をかけることができ、行政ができない生活習慣や食事に関わる支援もすることができ、地域とも

連携関係を積み上げ、なにか深刻な問題が起きても適切な機関にすぐにつなぐことができる仕組

みを整えている。

　他方、らしくサポートの事例からは当事者の経験から工夫を重ねて事業を拡大し、行き届いた

専門性の高い支援を展開し、都城市のひとり親家庭支援においては、なくてはならない存在に

なっているといえる。一方で、事業の持続可能性、体制整備には苦慮しており、行政との関係構

築が難しいことが、利用者に信頼されながら独自の支援ができるという活動の重要な長所にも、

資源が不足するという短所にもなっていることがわかる。自らの団体では対処しきれない深刻な

問題が起きたときに、公的な機関と適切に連携ができるのかは疑問の余地がある。

　この２つの事例からは、まちづくりや一般の子育て支援の延長としての居場所支援と、困りご

とを抱えた居場所支援のあり方のアプローチのバランスをどのようにとるかで、提供できるプロ

グラムの性質や、他の機関の連携関係も大きく変わってくることが明らかになった。歴史のある

社会福祉法人と、その他の団体では違いが生じる。行政としては、できる限り公平な画一的なア

プローチを行政サービスの提供の際に取る必要があり、それ以上のニーズに応じた個別の支援

は、スティグマを付与してしまう。その結果、スティグマを忌避し個人情報を守りたい施策の対

象者への接近が難しくなることもある。行政は忘れがちではあるが、支援を受ける側も尊厳があ

るからである。できる限り支援をされる側とも同じ目線にたてるようなサービスを提供できるよ

うな異なる供給主体の強みを生かしたかかわりを行い、その活動を伸ばしていくような施策を考

える、様々なニーズを持つ地域の住民が、どこかにはつながることができるような仕組みを市全

体で整えていく必要がある。

　⑵　検討課題

　３つの事例に共通する課題としては、職員体制であった。千歳市では、放課後居場所支援にか

かわるスタッフはほとんどが非常勤職員であるため、正規職員が各館にいないことが指摘されて

おり、委託による待遇の改善が検討されていた。児童館や学童クラブの委託を進めていくことに

なると、子育て総合支援センターの管理業務の比重が増えることが予想され、今維持できている

行政の様々な施策との連携のあり方が変わり、児童館が学童クラブというアーキテクチャを生か

せなくなる可能性もある。

　また、みらい創造舎は、保育園など社会福祉法人のしっかりした運営基盤があってこその活動

を行っており、らしくサポートも寄付と理事の持ち出しで活動が継続されている。これらの民間

団体が活動をより拡大させていくならば、従来の年度ごとの事業につくタイプの補助金ではな

く、人に支払われる補助金による支援が求められるのではないだろうか。

　放課後施策がその制度開始当初から民間で行われていたように（荒見2020:186）、今回調査し

たどの居場所支援も実質的には正規の公務員による提供は行われていない。職員体制の問題は、

予算の問題に直結する。様々なニーズをもった家庭への居場所支援の重要性は増すばかりであ

る。財政的な余裕がどの自治体もなくなっていく中で、こうした施策に予算をつけ、行政が行わ

ないまでもそうした活動を支援することで、子どもや家庭の生活保障と教育保障を支える仕組み

をどのようにつくることができるか、稿を改めて検討したい。
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１  H27国際調査人口（確定値）。なお、人口増加対策をまちづくりの最重要課題付けていることもあり、

2020年７月８日には、９万８千人を超えている。https://www.city.chitose.lg.jp/docs/5816.html

（2021年１月31日アクセス）
２  千歳市第６期総合計画、11ページ。
３  千歳市第６期総合計画、12ページ及び千歳市訪問調査時提供資料より
４  千歳市第６期総合計画、20ページ。
５  平成30年４月１日現在
６  令和３年１月１日現在
７  第２期千歳市子ども・子育て支援事業計画、17ページ
８  第２期千歳市子ども・子育て支援事業計画、22～23ページ
９  第２期千歳市子ども・子育て支援事業計画、37～38ページ
10  第２期千歳市子ども・子育て支援事業計画では「北陽小学校分離校新設に伴う児童館・学童クラブ

の整備」「ランドセル来館」「地域子育て支援センターの機能充実」など22の事業を主要施策として

位置づけている。
11  千歳市2020「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第12版）」（令和２年６月）裏表紙。
12  また、「特定防衛施設周辺整備調整交付金」など国からの交付金も多い環境にあり、児童館の改修

等環境整備に使われている。「「特定防衛施設周辺整備調整交付金」を活用してしなの児童館を改修

しました」http://www.city.chitose.lg.jp/docs/12490.html（2021年１月31日最終アクセス）
13  こども福祉部は、もともとは保健福祉部子育て支援室が平成29年４月に昇格して設置された（千歳

市2020「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第12版）」（令和２年６月）２ページ。）
14  この施策は５つのコンセプトから構成されている。１つ目は「子どもの健やかな成長」（ランドセ

ル来館の導入など）、２つ目は子育て世代の移住・定住促進（ちとせ子育てコンシェルジュの導入

など）、３つ目は、女性の妊娠・出産・就業の支援（不妊治療費助成事業の導入など）、４つ目は住

民のワーク・ライフ・バランスの向上（子育て支援センターの休日開館の導入など）、５つ目は家

庭や地域での子育て力の向上（子育てガイド＆おでかけMAPの作成・配布など）である。（千歳市

こども福祉部こども政策課、平成29年９月「子育てするなら、千歳市」リーフレットより）
15  千歳市2020「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第12版）」（令和２年６月）２ページ。
16  千歳市2020「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第12版）」（令和２年６月）７ページ。例えば、「赤

ちゃん訪問事業」、子育てコンシェルジュの「ままサポート」と「養育支援ヘルパー派遣」の連携、

「いいお産の日in ちとせ」「ちとせ学習チャレンジ塾」「インクルージョン保育」「ちとせ版ネウボ

ラ」、家庭児童相談室が核となって「千歳市子ども家庭総合支援拠点」
17  これは2019年11月の調査時点の情報である。（千歳市2019「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第

11版）」（令和元年５月）裏表紙より。）
18  千歳市2019「子育てするなら、千歳市　政策冊子（第11版）」（令和元年５月）２ページ。
19  子育て分野を含む市全体の定住促進策は企画部が担当している。
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20  「つどいのひろば」は、市民団体が運営している。また、げんきっこセンター（北新子育て支援セ

ンター）は、げんきっここどもセンター、希望が丘学童クラブ、希望が丘児童館が併設しており、

アリス子育て支援センターは、アリス認定こども園が併設されており、地域の子育て支援の拠点と

なっている。
21  平成８年４月に開設された、ひので児童館及び併設のふれあい学童クラブ（学童クラブとしては市

内で４番目）から、平成31年４月現在まで10の児童館と10の児童館併設型学童クラブが設置されて

いる（ほくよう児童館のみ２つの学童クラブを併設）。平成31年４月に設置されたあんじゅ児童館

は民設民営のため、学童クラブは併設していない。また、単独型学童クラブは７か所である。
22  平成28年から夏休み、長期休みの受け入れも試行で始めているという。
23  千歳市ランドセル来館実施要領「３ 登録要件」は⑴学童クラブへの登録申込をしたが待機となっ

ている児童、⑵保護者の出産、急な病気及び介護等により一時的に留守家庭となる児童、⑶保護者

の就労時間又は日数が学童クラブの登録要件に満たない留守家庭の児童、⑷その他市長が必要と認

める児童、となっている。
24  低学年の児童で、児童館での生活や遊びを自分で組み立てることが難しいと判断した場合には、当

該児童の安全を考慮して登録しないこともできる。（千歳市ランドセル来館実施要領「３ 登録要件」）
25  札幌市は、学童イコールランドセル来館という事業の位置づけのため、朝９時前の朝料金と夕方17

時半から18時半までの夕料金を当時1000円ずつ徴収していた。
26  ほくよう児童館は最大で150名くらいまで登録したこともあり、ちとせっこ児童館も70名くらいに

なっている。
27  千歳空港で働くなど民間で働いたほうがいいという人も増えてきているとのことである。
28  国勢調査人口、平成27年10月１日現在。
29  都城市HP「市の概要」https://www.city.miyakonojo.miyazaki.jp/soshiki/6/2802.html（2021

年１月10日最終アクセス）
30  いずれも第２期都城市子ども子育て支援事業計画第２章ｐ.5- ６参照。
31  第２期都城市子ども子育て支援事業計画第２章ｐ.10参照。
32  民主党、公明党の推薦を受け、無所属で出馬当選（2012年11月18日）。以後２回は無投票で再選し

ている。
33  市HP「池田宜永市長の就任あいさつと市民の皆様への約束（2019年12月17日）」https://www.

city.miyakonojo.miyazaki.jp/site/mayor-room/3626.html（2020年１月31日最終アクセス）
34  令和元年度現在、第２期都城市子ども子育て支援事業計画第２章ｐ.13参照。
35  令和元年度現在、第２期都城市子ども子育て支援事業計画第２章ｐ.13参照。
36  都城市では、保育課が所管している。
37  中心市街地中核施設にあり保健センターを併設し、子育てコンシェルジュも常駐する子育て世代活

動支援センターの「ぷれぴか」、児童館に併設される「エンゼル」、山之口地域子育て支援センター、

公立保育所に併設されている山田地域子育て支援センターと「たんぽぽ」の５つである。
38  第２期都城市子ども子育て支援事業計画第２章ｐ.36参照。
39  都城市保育課2019「都城市放課後児童クラブのご案内　令和元年７月」なお、令和３年度からは64

ある放課後児童クラブのうち自主運営の１つを除いてすべて委託予定（「都城市放課後児童クラブ

実施一覧表（令和３年度）」）。
40  令和元年度現在、第２期都城市子ども子育て支援事業計画第２章ｐ.31参照。現在は８か所。市HP 

https://www.city.miyakonojo.miyazaki.jp/soshiki/49/9666.html（2021年２月１日最終アクセス）
41  みやざき学び応援ネット「令和元年度に実施する施策の状況（事業一覧）」http://www.sun.pref.

miyazaki.lg.jp/downloads/home/page/support_ordinance_r01list.pdf（2021年２月１日最終ア
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クセス）
42  令和元年度https://www.city.miyakonojo.miyazaki.jp/uploaded/attachment/4960.pdf（2021年

２月１日最終アクセス）
43  https://www.city.miyakonojo.miyazaki.jp/soshiki/49/1945.html（2021年２月１日最終アクセス）
44  みやこばるこども縁。2015年に認定こども園となった。昭和47年から運営しており、０歳から就学

前の子どもを125名受け入れている。http://www.hapi-miyakonjo.jp/facilities/detail/69（2021

年１月31日最終アクセス）職員は36名、内訳は、園長１名、副園長１名、主幹保育教諭２名、保育

教諭20名、保育士２名、支援員３名、栄養士２名、看護師１名、調理師３名、事務員２名。　
45  2016年６月５日宮崎日日新聞「貧困、障害…親子を支援　都城・つくし会が専用施設」（2021年１

月10日最終アクセス）
46  みらい創造舎リーフレットより。
47  「みんなのおうち」と「のぼるくんち」の２か所を運営している。
48  児童クラブは、金銭的に支払いが滞ると市の委託事業なので、退会をお願いせざるを得ないため、

みらい創造舎をその受け皿として位置づけている。
49  補助金は、食の支援、生活支援、学習支援を名目に以下の３か所から受けている。①ふるさと愛の

基金助成金（宮崎県社会福祉協議会）②アサヒ飲料「こどもたちの明るい未来つくり基金」（宮崎

県共同募金会）③都城市子どもの生活・学習支援事業助成金　（都城市社会福祉協議会）
50  ひとり親世帯を基本にしつつ、実際の運用は柔軟で、両親がそろっていてもどちらかが病気だった

り、支援が必要な家庭の子どもにも参加をしてもらっているという。
51  もちろん、キャパシティの問題もあるようである。
52  みらい創造舎に来るようになって、人とのかかわり方が変わった子どももいるという。
53  都城市は、スクールソーシャルワーカーは学校単位で配置されておらず、困難ケースの際に、アド

バイザーとして関わる。
54  「らしくサポートとは」https://rashiku-support.org/（2021年１月31日最終アクセス）
55  現在は県の主催する家庭教育サポートプログラムに参加されている。
56  ＮPO法人や、公益法人にしないで社団法人にした理由は、法人格取得のスピードが速いことと、

理事が３名で公開しなくていいということであった。
57  調査訪問時の2020年３月時点では、プレミアム会員が６団体、賛助会員が法人23団体、個人２名、

食の支援が４団体である。
58  過去に補助金の申請をしたこともあったが、うまくいかなかったようである。
59  また、2016年からは「つくし会」との協働授業で「みやこばるこども縁」で学習支援を行っている。
60  らしくサポート発行「らしく通信No.7」（2019年７月）より。
61  陶芸、アイシングクッキー、パステルアート、草木染、竹灯籠で貯金箱など
62  72名の参加者、飲食店や食品会社から提供された食材でメンチカツカレー、大根とヤーコン

サラダ、大学芋のメニューで、参加者も手伝う形で開催した。https://rashiku-support.org/

archives/1851.html（2021年１月31日最終アクセス）
63  らしくサポート発行「らしく通信No.7」（2019年７月）より。
64  実際にひとり親家庭の当事者の団体であるがゆえに、理解の声もありつつも反感や支援者のマイナ

スの情報など後ろ指をさされることもあるとのことである。
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